
当社は国連が提唱する「持続可能な開発目標（SDGｓ）」に賛同し、
2030年の SDGｓ達成に向けて「経済、社会、環境」の三側面の観点から
統合的な取り組みを通じて持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

人権・労働

2022年 9月 1日
代表取締役 木下 貴史

・ハラスメント禁止 ・労働安全衛生
・メンタルヘルス ・人材育成 ・健康経営

社会貢献・地域貢献
・地域への配慮 ・社会貢献活動

環　境
・温室効果ガス ・環境マネジメントシステム

・高潮時の浮遊ゴミ等の回収

製品・サービス
・品質保証

組織体制
・法令遵守 ・リスクマネジメント ・事業継続


